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プロセス間競合を考慮した自己適応システムの
形式仕様構築

中 川 博 之†1 大須賀 昭彦†1 本位田 真一†2,†3

近年，ソフトウェアの利用環境が広がり，状況の変化に応じて自発的に振舞いや構
成を変化させる自己適応システムの実現に対する期待が高まっている．自己適応シス
テムは様々な関心事に対応するための並行プロセスにより構成されるが，状況によっ
て振舞いやそれを構成するプロセス群が変わる可能性があることから，プロセス間で
発生する競合に対しては，対処法の検討だけでなくその検出さえも困難である．そこ
で本研究では，システム開発の早期段階における分析・検証技術に着目し，自己適応
システムに対する要求モデルと形式仕様を用いた競合検出法と，競合を検出するため
の形式仕様構築法を提案する．また，提案手法の有効性を仕様構築実験の実験結果か
ら評価する．本提案手法により，自己適応システム構築に対する早期段階での競合へ
の対応が期待できる．

Constructing Formal Specifications for Self-adaptive
Systems with Handling Conflicts among Processes

Hiroyuki Nakagawa,†1 Akihiko Ohsuga†1

and Shinichi Honiden†2,†3

Self-adaptive systems have recently attracted attention as flexible software
because they can change their own behaviors to react to changes in their en-
vironments. However, these systems usually have multi-processes within them
and developers are forced to design and construct these processes deliberately
not to induce conflicts. This paper describes our approach to developing self-
adaptive systems utilizing a requirements model and formal specification to
detect conflicts and design the behavior keeping away the conflicts. The paper
also discusses our evaluation of the effectiveness of our development process
through a case study.

1. は じ め に

近年，ソフトウェアの活躍する場面が広がり，環境の変化に応じて，みずからの構成や振

舞いを変化させることのできる自己適応システム1),2) の実現に対する期待が高まっている．

自己適応システムとは，みずからの目的と与えられた制約を管理し，環境や内部状態の変

化に応じて振舞いや構成を切り替えることのできるシステムであり，QoSが要求されるア

プリケーションサーバやネットワークシステムに対してだけでなく，組み込みシステムやロ

ボットに代表されるユビキタス環境下のシステム，さらには日々新しい攻撃方法が出現して

いるセキュリティ分野においても，その適用が期待されている3)．自己適応システムにおい

ては通常，与えられた要求を満足するために，様々な関心事に基づいた機能を実現するプロ

セス群と制約を遵守するプロセス群がシステム内で並行に動作することとなる．このような

並行プロセス群を内部に持つシステムでは，プロセス間で競合が引き起こされる可能性が

あり，開発段階で競合が発生しうる箇所を特定し，競合への対処法を検討しておかなければ

ならない．しかしながら，特に自己適応システムにおいては，適応により生じるプロセス

間競合を回避するためのメカニズムをあらかじめ組み込んでおくことが必要であるうえに，

適応の状況やタイミングによって起動プロセス群や各プロセスの実行状態が異なるため，競

合を発見することさえも困難であることが多い．また，自己適応システムは組み込みシス

テムや移動型ロボットなど実世界環境におけるハードウェアと相互作用するソフトウェアと

しての実装も想定されるため，従来のソフトウェアと比較して実装に要するコストは高く，

実装されたシステムに対するテストからの競合発見は現実的ではない．したがって，自己適

応システムにおいては，プロセス間で生じる競合をシステム開発の早期段階で発見し，その

対処法をシステム実装の前段階で決定しておく必要がある．

そこで本研究では，自己適応システムにおけるプロセス間競合の効果的な検出と競合対処

法の確立を目的として，ゴール指向要求モデルを用いたプロセス間競合の検出法と，競合の

具体的な検出と対処手段検証のための形式仕様構築法を提案する．本論文では特に，ゴール

指向要求モデルからの競合情報の抽出法と形式仕様の構築を支援する仕様テンプレート生

†1 電気通信大学
The University of Electro-Communications

†2 国立情報学研究所
National Institute of Infomatics

†3 東京大学
The University of Tokyo

1751 c© 2010 Information Processing Society of Japan



1752 プロセス間競合を考慮した自己適応システムの形式仕様構築

成法を提案する．これらは本研究において実装したツールにより，自動化が可能である．ま

た，仕様のテストが可能である形式仕様記述言語 VDM++に着目し，プロセス間の競合や

競合への対処法を検証するための形式仕様構築法も提案する．これらの手法により，開発の

早期段階でシステム内に潜在する競合を検出してその対処法を検討することが可能となり，

プロセス間競合を回避した頑強な自己適応システムの形式仕様が構築可能となる．

本論文の構成は以下のとおりである．まず 2章で自己適応システム構築におけるプロセ

ス間競合への対応の難しさについて議論し，競合対応のために開発プロセスに求められる要

件を抽出する．続く 3章では，自己適応システムにおける競合解決のための要求記述法と形

式仕様構築法について述べる．4章では，提案手法を利用した自己適応システムの形式仕様

構築実験とその結果から，本手法の実現可能性と有効性を評価する．最後に，5章で適用範

囲と関連研究について言及し，6章でまとめと今後の展望について述べる．

2. 自己適応システムにおけるプロセス間競合

2.1 競合解決の難しさと要件

自己適応システムは通常，提供すべき機能を実現するためのプロセス群と制約を遵守する

ためのプロセス群がシステム内で並行動作し，相互に連携することで環境変化への適応を実

現している．このような複数プロセスが存在するシステムの構築においては，プロセス間で

発生する競合に特に考慮する必要がある．しかしながら，自己適応システムは適応の状況

やタイミングによって起動プロセス群や各プロセスの実行状態が異なる高度に状況依存な

システムであり4)，競合の対処法を検討するどころか，どのような状況でどのプロセスが起

動し，どのリソースに対して競合を引き起こすかといった競合の検出さえも容易ではない．

つまり，自己適応を実現するためには，プロセス間で生じうるすべての競合の可能性のある

状況を開発時に網羅的に把握し，それらに対応するためのメカニズムをあらかじめシステム

に組み込んでおかなければならない．

また，自己適応システムの構築においては，組み込みシステムやロボットなど実装プラッ

トフォームに大きく依存したシステムも対象となるため，従来のシステムよりも実装コス

トが高い場合が多い．その結果，実装コードに対するテスティングはコストの面からも，ま

た，状況依存である競合をうまく再現させてエラーを検知しなければならないという検出の

難しさの面からも現実的ではない．したがって自己適応システムにおいては，競合の検出や

対処法の検討は実装フェーズよりも前の段階で実施されていることが求められる．

このような背景から，本研究では，自己適応システムのプロセス間競合に対処するために

開発プロセスに求められる要件として以下の 2つを定義する．

［定義 1］プロセス間競合対処のために自己適応システムの開発プロセスに求められる要件

• 要件 1： 適応状況により発生状態が異なるプロセス間競合に対して，網羅的な検出が

可能である．

• 要件 2： システムを実装することなく，競合に対する対処法を検討することができる．

本研究では以降，定義 1の要件を満たす自己適応システム開発プロセスについて議論する．

2.2 本研究のアプローチ

まず要件 1に対しては，状況により実行プロセス群の異なる自己適応システムにおいて，

各局面における起動プロセス群を同定し，他プロセスとの競合の可能性を網羅的に検査する

ことは容易ではない．また，自己適応システムが直面するすべての状況を考慮し，システム

がとりうる状態を網羅的に列挙することも現実的ではない．したがって，要件 1を実現する

ためには，競合状態を網羅的に探索するのではなく，各プロセスがとりうる状態をもとに，

競合の可能性がある組合せを抽出する手段が有効と考えられる．一方で要件 2を満たすた

めには，実装フェーズの前段階，つまり設計フェーズ終了時までに競合発生個所を特定し，

これに対処するための手段を決定する必要がある．しかしながらその一方で，競合に対処で

きることを確認するためには，対処手段に対する何らかの検証が必要である．

そこで本研究では，まず要件 1を満たすために，プロセス単位での競合発生状況の抽出を

目的として，要求モデルを利用した競合の検出法を提案する．特に本研究では，要求間の

関係を階層構造で表現したゴール指向要求分析法5) に着目し，ゴール間関係を利用した競

合の検出法を検討する．また要件 2を満たすために形式手法6) を導入し，設計段階での仕

様テストによる競合の検出と対処手順の検証を実現する．仕様をテストするには実行可能

な形式仕様を構築する必要があるため，自己適応システムの内部プロセス記述に必要な形

式仕様の構造とその構築法を検討し，要求モデルを利用した形式仕様の生成法も提案する．

要求分析法と形式手法の 2つの手法を用いることで，要求モデルにおいて競合が発生する

可能性のある箇所を特定し，その後仕様テストにより詳細な競合の検出と対処手段の妥当性

を検証するという 2段階の競合対応手段を実現する．

3. 競合を考慮した形式仕様の構築

2 章で示した要件を満たす自己適応システムの開発プロセスを実現するために，本研究で

はゴール指向要求分析法KAOS 7),8) と形式仕様記述言語 VDM++ 9),10) を利用した競合検

出プロセスを提案する．図 1 は提案する開発プロセスを示したものであり，大きく以下の
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図 1 提案する自己適応システムの開発プロセス
Fig. 1 Proposed development process for self-adaptive systems.

3つのフェーズにより構成される．

KAOSモデルの構築： 開発者はまず，自己適応システムに対する要求を KAOSにより

分析する．この分析は通常の KAOS分析法に従うが，提案手法では KAOSモデルの記述

制約を付与することにより，KAOSモデル上で構築すべきプロセスを同定し，競合が発生

する可能性のある状況を特定する．

競合の検出および形式仕様の自動生成： 次に本研究で提案する競合検出ツールを用いて，

構築した KAOSモデルからプロセス間競合が発生する可能性のある状態を示す競合テーブ

ルを自動生成する．また，仕様生成ツールを用いて，KAOSモデルから VDM++の仕様テ

ンプレートも自動生成する．この仕様テンプレートは，自己適応システムの仕様を構成する

クラス群に対応する．

VDM++による形式仕様構築・競合検証： 開発者は得られたテンプレート群に振舞い

に関する記述などを追加することで，自己適応システムの実行可能な形式仕様を完成させ

る．その後，構築した形式仕様に対して仕様テストを実施することで，競合の発生状態を確

認するとともに競合対処に関する仕様の妥当性を検証する．

本章では以降，自己適応システムの例として文献 11)などでも用いられている清掃ロボッ

トの構築を例にあげ，提案手法を説明する．

3.1 KAOSモデルの構築

KAOSは Lamsweerdeらが提唱するゴール指向要求分析法であり，識別したゴールを達成

するための機能やオペレーションを系統的に導出することができる分析手法である．KAOS

分析では要求はゴールツリーを用いて具体的な機能や非機能要求に分解され，さらにこれ

らを実現するために満たさなければならない個々の状態が抽出される．提案手法では，ゴー

ル間の階層構造が記述可能であり，エンティティやオペレーションなどのシステム設計モデ

ル要素との関係も記述できることから，ゴール指向要求分析法の中でも特に KAOSを用い

る．加えて，競合検出と形式仕様へのモデル変換を実現するために，KAOSモデルに対し

て以下の記述制約を付与する．

ゴール記述と責務の割当て： KAOSでは通常，ゴールモデルによりゴールをシステムや

ユーザなど個々のアクタ�1が単独で達成可能な粒度にまで分解し，分解されたゴール（要件

と呼ばれる）を各アクタの責務として割り当てる．提案手法では，まずゴールモデルからシ

ステムが持つべきプロセスに対応するゴールあるいは要件�2を抽出し，自己適応システムに

該当するエージェントに割り当てる．その後，各プロセスがとりうる状態群を抽出するため

に，抽出した各ゴールにmilestone-driven refinement 12) を適用して，ゴール達成のために

経由しなければならない状態群へと分解し，これらをゴールモデル内で左から右へと達成す

べき順に配置する．たとえば，図 2 の清掃ロボットに関する KAOSゴールモデルからは，

ごみ処理プロセスとバッテリー管理プロセスが清掃ロボットの持つべきプロセスと考えられ

るため，これらを過不足なく包含するゴール「ごみが処理されている」とゴール「バッテ

リーが維持されている」を「清掃ロボット」エージェントの責務として割り当てる．その後，

たとえばごみ処理に対しては，ごみを発見し，ごみに近づき，清掃するという状態を経由す

る必要があるため，これらに該当するサブゴールを記述し，達成すべき順に従って配置する．

エンティティの抽出： 従来の KAOS ではシステムが対象とする環境中のオブジェクト

を抽出し，エンティティとして記述するが，提案手法では競合検出のために，ハードウェ

アなどのシステム構成要素も明示的にエンティティとして記述し，関連するゴールとの間

に Concerns関係を定義する．たとえば図 2 の清掃ロボットの例では，ゴール「ごみが見

つかっている」を達成するには，対象とする「ごみ」と，ごみを検知するための「センサモ

ジュール」が関連エンティティとして考えられるるため，「ごみ」と「センサモジュール」と

�1 KAOS ではアクタに対応する概念をエージェントと呼ぶ．
�2 以降，特に断らない限り，ゴールと要件のことを総称してゴールと呼ぶ．
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図 2 清掃ロボットに対する KAOS ゴールモデル
Fig. 2 KAOS goal model for cleaning robot.

の間に関連を定義する．ただし，「ごみ」に関しては，他のサブゴールや親ゴールも関与す

るため，図 2 では上位ゴールからの関連に集約している．提案手法ではこのように，各プ

ロセスを milestone-driven refinementによりとりうる状態群に分解し，それらとエンティ

ティ間の関連を定義することで，競合発生の可能性のある状態とエンティティを特定する．

オペレーションの定義： 提案手法では自己適応システムが割り当てられたすべてのゴー

ルとそのサブゴールに対して，ゴールが表現する状態を達成するためのオペレーションを

定義する．図 3 はゴール「ごみへの移動が完了している」と「ステーションへの移動が完

了している」を達成するオペレーションとして「移動する」を定義した例である．定義され

たオペレーションは，自己適応システムを構成するコンポーネントとして次フェーズで形式

仕様テンプレートとして自動生成される．従来の KAOS分析ではゴールツリー上で葉とし

て記述される機能（要件）に対してのみオペレーションを定義するが，提案手法では自己適

応システムが割り当てられたすべてのゴールに対してオペレーションを定義する．これは，

自己適応システムでは割り当てられた機能（要件）だけでなく，振舞いの実行順序や代替と

なる振舞いの切替えを制御する機構も必要であり，これらを実現するオペレーションを，子

ゴールを集約する中間ノードの責務として抽出するためである．

以上の記述規則に従った KAOSモデルを構築し，次節で説明する 2種類のツールを導入

図 3 オペレーションの記述例
Fig. 3 An example of operation definition.

することで，競合が発生する状況を表現する競合テーブルと，形式仕様のテンプレートを生

成することが可能となる．なお，本研究ではツールによるモデル情報の自動取得のために，

KAOSのモデル情報を XML形式で出力可能なモデリングツール Objectiver 13) を用いて

KAOSモデルを記述する．

3.2 競合の検出および形式仕様の自動生成

提案プロセスでは，構築した KAOSモデルをもとに，競合発生の可能性がある状態を示

す競合テーブルと自己適応システムの形式仕様を構築する．本研究では競合検出ツールと仕

様生成ツールの 2種類のツールを導入することで，競合テーブルと仕様テンプレートの自

動生成を実現する．

3.2.1 競合テーブルの生成

まず，競合検出ツールは定義 2に示す競合テーブル生成アルゴリズムを実装したものであ

り，3.1 節の記述制約に従った KAOSモデルから，競合が発生する可能性のある状態とそ

の原因となるリソースを特定する競合テーブルを csv形式で生成する．

［定義 2］競合テーブル生成アルゴリズム：

( 1 ) エージェントに割り当てられている各ゴール gi（1 ≤ i ≤ N）に対して，gi を根とす

るサブツリーの葉 gi1, ..., gim を左から順にならべた状態の遷移リスト [gi1, ..., gim]

をプロセス processi（1 ≤ i ≤ N）として定義する．

( 2 ) 親ゴールに定義されている Concerns関係を子ゴールへ継承させ，すべてのゴール–エ

ンティティ間の Concerns関係 concerns (goal, entity)の集合を Concerns として抽

出する．

( 3 ) Concerns 内に異なるプロセスに属するゴール群と Concerns 関係を持つエンティ
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ティがあれば，このエンティティconfRes を競合リソース とし，競合リソースと

Concerns 関係を持つゴールのペア (gik, gjl) を競合状態とする．競合リソースの集

合 ConfResources と，競合状態の集合 Conflicts は以下に定義するとおりである．

ConfResources = {confRes | concerns(gik, confRes) ∈ Concerns

& concerns(gjl, confRes) ∈ Concerns & i �= j}
Conflicts = {(gik, gjl)| concerns(gik, confRes) ∈ Concerns

& concerns(gjl, confRes) ∈ Concerns & i �= j}

( 4 ) ( 3 ) で得られた各競合状態 (gik, gjl) に対して，それぞれのプロセスを processi=

[gi1, ..., gik, ..., gim]，processj = [gj1, ..., gjl, ..., gin]としたときに，競合状態以降に

とりうるすべての状態 (gip, giq)（k ≤ p ≤ m，l ≤ q ≤ n）を事後競合状態として抽

出する．

( 5 ) 各競合状態に対して，競合状態と事後競合状態の情報をもとに競合テーブルを構築す

る．競合テーブルは各セル cij（1 ≤ i ≤ m，1 ≤ j ≤ n）に次の値をとるものである．

cij =

⎧⎪⎨
⎪⎩

− (競合なし： i < k ∨ j < l)

◎ (競合状態： i = k ∧ j = l)

○ (事後競合状態： i ≤ k ∧ j ≤ l ∧ ¬(i = k ∧ j = l))

( 6 ) もし，2つのプロセスが同一リソースに対して複数の競合状態を持つ場合は，( 5 )で

構築した競合テーブルを 1 つの競合テーブルに集約する．集約後の競合テーブルに

おける各セル c′ij の値は次のとおりである．

c′ij =

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

− ： すべての競合テーブルにおいて競合なし（cij = −）
◎： いずれか 1つの競合テーブルにおいて競合状態である（cij =◎）

○： 1つ以上の競合テーブルにおいて事後競合状態（cij =○）であり，

かつ，いずれの競合テーブルにおいても競合状態ではない（cij �=◎）

�

この競合テーブル生成アルゴリズムは，たとえば図 2 のゴールモデルに対しては，セン

サモジュールと駆動モジュールが複数プロセスにまたがって Concerns関係により関連付け

られているため，これらを競合リソースとして判断し，関連付けられているゴールの対を競

合状態として抽出する．これは，たとえば駆動モジュールに関しては，2つのプロセスにお

表 1 競合テーブルの例（実際に生成されるテーブルは csv 形式）
Table 1 Example of conflict table.

競合リソース：駆動モジュール

ステーションが ステーションに向かって バッテリーを
見つかっている 移動することができる 充電することができる

ごみが見つかっている – – –

ごみに向かって移動 – ◎ ○
することができる
ごみを清掃する – ○ ○
ことができる

いて，それぞれがごみが存在する地点への移動と，ステーションへの移動を達成しようとし

た場合に競合発生の可能性があることを示したものである．

駆動モジュールに対する競合テーブルの例を表 1 に示す．定義 2に示したアルゴリズム

では，競合状態の要素となるゴール以降の状態の対も事後競合状態として抽出する．事後競

合状態は，競合リソースが原因で不具合が発生する可能性のある状態に対応し，環境の変化

により起動プロセスが変化する自己適応システムにおいて，競合状態のゴール対を経由しな

かった場合においても競合リソースによる潜在的な競合が発生しうる状態を示すためのもの

である．この事後競合状態は，仕様テスト時にエラーを検出した状態から，どのリソースに

より引き起こされた競合であるかを特定するためにも用いることができる．

3.2.2 仕様テンプレートの生成

もう一方の仕様生成ツールは，KAOSモデルを VDM++の形式仕様へと変換するもので

ある．VDM++は VDM-SL14),15) のオブジェクト指向拡張であり，本研究では，仕様のテ

ストが可能であり，自己適応システムを構成するコンポーネント群をクラスの概念を用いて

定義できるという特質から VDM++を用いる．仕様生成ツールは筆者らがすでに提案して

いる KAOS 記述から VDM++形式仕様への変換ツール16),17) を拡張したものであり，形

式仕様への変換は表 2 に示す対応関係に従う．

仕様生成ツールは仕様のテンプレートとして，システムクラス，オブジェクトクラス，コ

ンポーネントクラスの 3種類のクラスファイルを生成する．このうち，システムクラスは自

己適応システムの本体に対応するクラスであり，KAOSモデル中のエージェントに関する

情報をもとに生成する．オブジェクトクラスは，ハードウェアなどのシステム構成要素や環

境中に存在するオブジェクトに対応するクラスであり，KAOSモデル中の各エンティティ

に対してエンティティ間の関連とエンティティの属性情報をもとに生成する．また，共通の
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表 2 KAOS モデルと VDM++仕様との対応関係
Table 2 Correspondence between KAOS model and VDM++ specification.

KAOS モデル VDM++仕様

エージェント 自己適応システム
エンティティ ・システム構成要素（H/W など）

・環境に存在するオブジェクト
・型

オペレーション コンポーネント

型に関する定義を集約したクラスもオブジェクトクラスとして生成する．これらのクラスの

生成は，文献 16)，17)に示した変換ツールの生成法に従ったものである．

一方で，コンポーネントクラスは KAOSモデルの各オペレーションに対応付けられたク

ラスであり，提案手法では KAOSモデル上で定義したオペレーションに対して 1対 1の関

係でコンポーネントクラスを生成する．生成されるコンポーネントクラスはそれぞれがス

レッドとして記述され，起動方法により並行動作が実現可能であることが特徴である．たと

えば，図 3 で定義したオペレーション「移動する」に対して生成されるコンポーネントクラ

スのテンプレートは図 4 に示すとおりである．この例では，14～19行目がオペレーション

の定義部に該当し，24行目以降がオペレーションのスレッド化に該当する．また，action

メソッド内にはコンポーネントの処理開始と終了を示す出力文が含まれているが（16，18

行目），これらは仕様テストの実行結果からシステムの状態遷移を把握するために用いる．

3.3 VDM++による形式仕様構築・競合検証

3.3.1 仕様の追加

仕様生成ツールにより各クラスファイルのテンプレートが生成されると，生成された

VDM++の各テンプレートに仕様を追加することで仕様を完成させる．VDM++では，関

数や操作の本体を実行可能なステートメントで記述した陽仕様と，関数や操作の本体に実行

可能なステートメントを記述せず，事前・事後条件により満たすべき条件を宣言的に記述し

た陰仕様の 2種類の記述スタイルを利用することができる．提案手法では仕様実行による

テストで競合を検出し，対処法を検討するため，陽仕様を構築する．仕様構築手順は，まず

環境や構成要素をモデル化しているオブジェクトクラスのテンプレートに仕様を追加して

オブジェクトクラスを完成させ，その後，環境や構成要素を監視，制御するコンポーネント

クラスの仕様をプロセス単位で完成させる．特にコンポーネントクラスのテンプレートで

は図 4 の 16～18行目に示されるように操作の本体が標準出力へ実行状態を印字するものの

みであるため，具体的な処理内容を書き加える．ゴールツリー上の葉の部分に該当するコ

1 class 移動する
2

3 instance variables

4 private att 清掃ロボット: 清掃ロボット;

5

6 operations

7 -- constructor

8 public 移動する:清掃ロボット ==> 移動する
9 移動する (a 清掃ロボット) == (

10 att 清掃ロボット:=a 清掃ロボット;

11 return self;

12 );

13

14 public action:座標 ==> ()

15 action(a 座標) == (

16 let - = new IO().echo("Start: 移動する") in skip;

17 -- TODO: describe process statement --

18 let - = new IO().echo("End: 移動する") in skip;

19 );

20

21 public finish:() ==> ()

22 finish() == skip;

23

24 sync

25 per finish => #fin(action) > #fin(finish);

26 per action => #active(action) = 0;

27

28 thread

29 action();

30 -- TODO: add argument --

31

32 end 移動する

図 4 生成されるコンポーネントクラスの例
Fig. 4 An example of generated component classes.

ンポーネントにはエンティティを操作する記述を加え，内部ノードに該当するコンポーネン

トには関連コンポーネントの制御手順を記述する．オブジェクトクラスやコンポーネント

クラスの仕様構築にあたっては，操作（operations）を実行する前に期待する状態である事

前条件と，操作実行後に期待される状態である事後条件を可能な範囲で記述する．これは，

仕様テスト実行時に事前・事後条件に違反するエラーも抽出することで競合検出の可能性を
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高めるためである．

3.3.2 コンポーネントの実行制御

自己適応システムでは複数のプロセスが並行動作する必要があるため，提案手法では仕様

テストにおける各コンポーネントの実行形態として，逐次実行と並列実行の 2種類を考慮

する．まず，VDM++においてはスレッドを起動した場合，明示的に適切なタイミングで

スレッドを停止させる必要があるため，提案手法では図 4 のテンプレートにも示されるよ

うに，スレッドを明示的に終了させる finishメソッドをすべてのコンポーネントに用意す

る�1．一方，スレッドの起動には VDM++で提供される startメソッドを利用し，スレッ

ド本体の処理内容を actionメソッド内に定義する．図 4 の 28，29行目の記述は，スレッ

ドとして actionメソッドを実行するためのものである．

また，提案手法ではコンポーネントの同期制約として以下のスレッド制御記述を導入する．

・per finish => #fin(action) > #fin(finish);

・per action => #active(action) = 0;

#finと#activeはVDM Toolsが提供するスレッドの実行状況を返す履歴関数であり，#fin

は実行が完了したスレッド数を，#activeは現在実行中のスレッド数を返す．したがって，

1 つ目の制約は finish メソッドよりも action メソッドの実行終了数が多い場合にのみ

finishメソッドが発動可能，つまり 2つのメソッドの実行順序を制御するためのものであ

り，2つ目の制約は actionメソッドが実行中でなければ同メソッドが即座に実行可能であ

ることを示すものである．

以上の記述を用いて各コンポーネントを記述することで，コンポーネントの逐次実行と並

列実行の双方が統一的な記述により可能となる．逐次実行の場合は，一方のコンポーネント

の start，finishメソッドを呼び出した後にもう一方のコンポーネントの start, finish

メソッドを呼び出せばよく，並列実行の場合は，並列実行させたいコンポーネント群のすべ

ての startメソッドを呼び出した後に finishメソッドを呼び出せばよい．

3.3.3 仕様テストによる競合の検証手順

各プロセスの仕様が完成すると，仕様テストを用いて競合を検出し，対処法を検証する．

提案手法では，VDM++のインタプリタである VDM++ Toolbox 18) を用いて仕様テスト

を実行する．本研究における仕様テストの目的は，競合の検出と対処法の検証であり，仕様

�1 ただし，動作結果として値を返すコンポーネントでなければ，何も処理をしない “skip” をテンプレートどおり
に定義しておくだけでよい．

テストは競合の発生を確認することから始める．提案手法では，まず機能を実現するプロセ

ス群から統合，つまりこれらのプロセス群の仕様を並列に実行させ，競合を検出し，対処法

を検証する．その後，制約を遵守するためのプロセスを弱い制約に対するプロセスから強い

制約に対するプロセスの順に統合する．これらのプロセスは 1つずつ統合し，その都度仕様

テストを実行することで，競合の検出・対処法の検証とともに，追加した機能や制約が実際

に反映されているかどうかを確認することが容易となる．

仕様テストにおいては，まず競合が発生するかどうかを検査し，その後対応法を検討す

る．競合が発生すると，仕様テストの出力から各プロセスの状態を判断し，この状態を競合

状態あるいは事後競合状態として持つ競合テーブルを検索することで競合リソースを同定

する．競合への対処手段を仕様に追加して競合が発生しなくなったことを確認すると，競合

テーブルの該当箇所に競合解決のチェックをつける．競合への対処手段を追加することで他

リソースに対して新たな関連が生じる場合や，プロセスが達成すべき状態集合に変更が生じ

る場合は，KAOSモデル上で情報を変更し，競合テーブルを再構築する．その一方で，対

処手段を追加することで状態遷移先としてとりえない事後競合状態が生じた場合は，それら

の状態にも競合解決のチェックをつける．競合テーブルのすべての競合状態，事後競合状態

に対して競合解決のチェックがつけられるまで，これを繰り返す．

4. 評 価

提案手法の適用可能性と有用性を検証するために，本研究では 2種類の自己適応システ

ムの開発を対象とした形式仕様構築実験を実施した．本章では実験内容と実験結果を示し，

提案手法の有効性を評価する．

4.1 実験 1：清掃ロボット

4.1.1 実 験 概 要

まず，3 章で例題として用いた清掃ロボットに対して，提案手法に従った競合の検出と対

処方法の検討を実践した．本実験で対象とした清掃ロボットに対する要求は以下のとおりで

あり，清掃ロボットに対する自己適応システムとしての要求は，ごみ清掃中における環境変

化，つまりバッテリー残量低下への対応である．

［清掃ロボットに対する要求］清掃ロボットはフィールド上のごみを検知して清掃するこ

とができる．フィールド上にはごみと清掃ロボットのバッテリーを充電するためのバッテ

リーステーションが存在する．清掃ロボットはバッテリーステーションで随時バッテリー

を充電しながら，フィールド上のすべてのごみを清掃することができる．
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表 3 センサモジュールに対する競合テーブル
Table 3 Conflict table for sensor module.

競合リソース：センサモジュール

ステーションが ステーションに向かって バッテリーを
見つかっている 移動することができる 充電することができる

ごみが見つかっている ◎ ○ ○
ごみに向かって移動 ○ ○ ○
することができる
ごみを清掃する ○ ○ ○
ことができる

実験ではまず，清掃ロボットに対して KAOSによる要求分析を実施し，提案手法で追加

した記述規則をもとに KAOS モデルを構築した．続いて，提案手法で導入する 2 種類の

ツールを用いて，清掃ロボットに関する競合テーブルと仕様テンプレートを生成した．最後

に，生成されたテンプレートを利用して順次仕様を構築し，競合テーブルを利用した仕様テ

ストによる競合の検出・対処手段の検証を通じて仕様を完成させた．なお，本実験では以下

の前提条件に基づいて仕様を構築している．

• センサモジュールは現在地から最も近くにあるごみ，あるいはステーションを発見する
ことができる．

• ロボットが所持するバッテリーは，周囲の探索，移動，清掃を実施することで消費され
る．バッテリーはステーションにより最大容量まで充電される．

4.1.2 実 験 結 果

本実験で構築した KAOSゴールモデルは図 2 に示したものであり，競合検出ツールによ

り生成された競合テーブルから，センサモジュールと駆動モジュールが競合リソースである

ことと，それぞれの競合状態，事後競合状態を確認した．駆動モジュールとセンサモジュー

ルに対する競合テーブルは，それぞれ表 1，表 3 に示すとおりであった．

次に，仕様生成ツールを用いて，構築したKAOSモデルからVDM++ 仕様のテンプレー

トを生成した．表 4 は本実験で構築した清掃ロボットに対する形式仕様の構成である．こ

のうち標準ライブラリである IOクラス，MATHクラスと，仕様テストのために構築した

テストケースである Testクラスを除いたすべてのクラスのテンプレートが KAOSモデル

から生成されることが確認できた．

仕様の構築手順は提案手法に従い，はじめにオブジェクトクラスを構築し，その後各プロ

セスごとにコンポーネントクラスの仕様を構築した．図 5 は，ごみを発見してごみの場所

表 4 構築した VDM++仕様の構成
Table 4 Composition of formal specifications described in VDM++.

分類 クラス名 記述内容 初期 最終
行数 行数

システムクラス 清掃ロボット 自己適応システム本体 21 55

オブジェクト センサモジュール センシング機能（システム構成要素） 28 100

クラス 駆動モジュール 移動機能（システム構成要素） 28 64

アームモジュール 清掃機能（システム構成要素） 28 69

バッテリーモジュール バッテリー管理機能（システム構成要素） 17 34

ごみ フィールド上に存在するごみ 36 37

ステーション フィールド上に存在するステーション 36 37

フィールド 清掃ロボットが配置されるフィールド 37 58

座標 2 次元座標（オブジェクトの場所指定に利用） 36 36

CommonType 共通の型を定義 11 11

コンポーネント 対象を発見する センサを利用してオブジェクトを発見 36 46

クラス 移動する 駆動モジュールを利用して目標の座標へ移動 32 46

ごみに近づく ごみを見つけて移動 31 51

ごみを清掃する アームを利用して現在地点のごみを清掃 31 34

ごみを処理する フィールド上のすべてのごみを清掃 31 45

ステーションに近づく ステーションを見つけて移動 31 47

バッテリーを充電する 現在地点のステーションでバッテリー補給 31 32

バッテリーを維持する バッテリー残量を定常管理 31 52

テスト仕様 Test テストケースを記述 – 118

標準ライブラリ IO 入出力ライブラリ – –

MATH 数学ライブラリ – –

まで移動する責務を持つコンポーネント「ごみに近づく」の actionメソッド記述である．

本コンポーネントでは，まず最も近いごみを探し出し，結果として得られたごみのある場所

（座標）に向かって移動するといった動作の逐次実行が必要であるが，5～10行目の記述の

ように 3.3.2 項で示した実行制御記述に従った start，finishメソッドの呼び出しにより

逐次実行が実現できることも，仕様の実行により確認できた．

各プロセスの仕様が構築できると，続いて，機能実現プロセスに該当するごみ清掃プロセ

スに対して，制約遵守プロセスに該当するバッテリー管理プロセスの仕様を統合した．競合

への対処手順の記述に先立って，ごみ処理とバッテリー管理に関するプロセスを並列実行さ

せた仕様テストの結果を図 6 に示す．このテスト結果は，清掃ロボットがごみに近づこう

とするのと並行してステーションにも近づこうとするため，ロボットが移動終了後に現在地

点にごみが存在することを検査する「ごみに近づく」の事後条件（図 5 の 14～16行目）が

エラーとなり異常終了したことを示すものである．本エラーは仕様テストの実行ログと競
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1 public action:() ==> ()

2 action() == (

3 let - = new IO().echo("Start: ごみに近づく") in skip;

4 att 対象を発見する. 目的 := "ごみ";

5 start(att 対象を発見する);

6 let dest = att 対象を発見する.finish() in (

7 ごみの場所 := dest;

8 att 移動する. 目的地 := dest;

9 start(att 移動する);

10 att 移動する.finish();

11 );

12 let - = new IO().echo("End: ごみに近づく") in skip;

13 )

14 post

15 (att 清掃ロボット. 現在地.x = ごみの場所.x

16 and att 清掃ロボット. 現在地.y = ごみの場所.y);

図 5 コンポーネントの順次実行（「ごみに近づく」クラスの action メソッド）
Fig. 5 Components Sequential execution (in action method of “ApproachDust” class).

合テーブルから，状態「ごみに向かって移動することができる」と状態「ステーションに向

かって移動することができる」の競合状態において発生したエラーであり，駆動モジュール

利用時に発生した競合により引き起こされたエラーであることが分かった．なお，エラーを

検知した事後条件記述を仕様から削除してテストを再実行したところ，後続のごみ清掃状態

において，「アームモジュール」の事前条件エラーが発生することが確認できた．この場合

も，競合テーブルから事後競合状態であることが判断でき，競合の同定が可能である．

同様に，センサモジュールによる競合も仕様テストにより検出され，これらの競合への対

処として，バッテリー管理プロセスを構成するコンポーネント「バッテリーを維持する」内

にプロセス中断および再開許可のシグナルを送る処理を追加し，ごみ処理プロセスに対応す

るコンポーネント内にシグナルに応じた処理の中断，再開処理を追加した．これらの制御仕

様を追加することで，清掃ロボットがバッテリーを維持しながらフィールド上のすべてのご

みを清掃することが仕様テスト上で確認され，競合に対処できる仕様が構築されたことが確

認できた．

本実験では，仕様構築コストの評価を目的として，仕様生成ツールが生成した仕様と完

成した仕様との比較も実施した．表 4 中の「初期行数」は仕様生成ツールが生成した仕様

の行数を，「最終行数」は記述を追加して最終的に完成した仕様の行数を示したものである．

図 6 事後条件エラーによる競合の検出
Fig. 6 Conflict detection by post-condition error.

表 4 と記述追加前後の仕様の比較により，オブジェクトクラスに関してはセンサモジュー

ルなどのシステム構成要素や環境オブジェクトの振舞いを記述する必要があるため，手作業

により追加しなければならない記述が多いことが分かった．一方でプロセスを構成するコン

ポーネントクラスに関しては，多くは actionメソッドの本体記述，事前事後条件記述と関

連コンポーネントの参照追加のみで仕様を構築できることが確認できた．逐次実行と並列実

行も 3.3.2 項で示した制御記述に従うことで可能であり，仕様テンプレートの構造を利用し

た効果的な仕様構築が可能であることが確認できた．

4.2 実験 2：Webサーバ管理システム

4.2.1 実 験 概 要

本研究ではさらに，提案手法の汎用性を評価するためにWebサーバ管理システムの開発

を想定した仕様構築実験も実施した．本実験におけるWebサーバ管理システムに対する要

求は以下のとおりであり，自己適応システムとしての要求は，同時接続数増加への適応と

してのコンテンツの画質変換と，サーバの CPUおよびメモリ利用率増加への適応としての
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図 7 Web サーバ管理システムに対する KAOS ゴールモデル
Fig. 7 KAOS goal model for web server management system.

Webサービスの一時的な停止である．

［Web サーバ管理システムに対する要求］Web サーバ管理システムは，安定した Web

サービスの提供を実現するためにWebサーバ上に存在する管理システムである．本シス

テムは，クライアントの接続数を監視し，接続数が急増した場合にも，提供コンテンツを

低画質版に切り替えることで，接続数増加にともなうレスポンスの低下やサービス停止を

回避する．一方で，Webサーバ本体の CPUやメモリの使用率も監視し，サーバが過負荷

状態となった場合には，一時的にWebサーバエンジンを停止する．

4.2.2 実 験 結 果

本実験において構築した KAOSゴールモデルは図 7 に示すとおりであり，本 KAOSモ

デルから，CPU使用率を制御するプロセス（CPU使用率制御プロセス）と，メモリ使用

率を制御するプロセス（メモリ使用率制御プロセス），さらにコネクション数に応じてコン

テンツを切り替えるプロセス（コンテンツ切替プロセス）の 3つのプロセスを同定した．こ

のうち，コンテンツ切替プロセスは機能実現プロセスとして，その他 2つのプロセスは制約

遵守プロセスとして判断した．

続いて，競合検出ツールにより 4種類の競合テーブルが生成された．CPU使用率制御プ

ロセスとメモリ使用率を制御プロセスに関しては，システムログとWebサーバエンジンに

表 5 Web サーバエンジンに関する競合テーブルの 1 つ
Table 5 One of generated conflict tables for web server engine.

競合リソース：Web サーバエンジン

コネクション数が監視されている コネクション数が閾値を超えた場合，
低画質のコンテンツが提供される

CPU 使用率が監視されている – –

CPU 使用率が閾値を超えた場合， ◎ ◎
サービスが起動・停止される

表 6 Web サーバ管理システムに対する VDM++仕様の構成
Table 6 Composition of VDM++ specifications for web server management system.

分類 クラス名 記述内容 初期 最終
行数 行数

システムクラス Web サーバ管理システム 自己適応システム本体 21 47

オブジェクト システムログ サーバが出力するログ 18 40

クラス Web サーバエンジン Web サービスを提供するエンジン 36 73

アクセスログ Web サーバエンジンが出力するアクセスログ 18 37

コンテンツ Web サーバエンジンが提供するコンテンツ 18 26

CommonType 共通の型を定義 6 6

コンポーネント CPU を監視する システムログを参照して CPU 使用率を監視 32 37

クラス サービスを起動・停止する Web サーバエンジンを起動，停止 32 34

CPU 使用率を制御する CPU 使用率が一定値を超えないよう管理 31 51

メモリを監視する システムログを利用してメモリ使用率を監視 32 34

メモリ使用率を制御する メモリ使用率が一定値を超えないよう管理 31 49

コネクション数を監視する アクセスログを参照してコネクション数を監視 32 34

コンテンツを置き換える 高画質版および低画質版コンテンツを置換 31 36

提供コンテンツを制御する コネクション数によりコンテンツの画質を変更 31 54

テスト仕様 Test テストケースを記述 – 235

標準ライブラリ IO 入出力ライブラリ – –

MATH 数学ライブラリ – –

対する競合テーブルが生成され，コンテンツ切替プロセスに対しては，他の 2つのプロセス

に対してWeb サーバエンジンを競合リソースとする競合テーブルがそれぞれ生成された．

表 5 は，CPU使用率制御プロセスとコンテンツ切替プロセスに対するWebサーバエンジ

ンを競合リソースとした競合テーブルである．

仕様生成ツールを用いて生成された仕様テンプレートと最終的な仕様の構成は表 6 に示

すとおりである．仕様上の競合検出に関しては，まず，CPU使用率制御プロセスとコンテ

ンツ切替プロセスを統合し，表 5 に示したWebサーバエンジンを競合リソースとする競合
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を仕様テストにより検出した．仕様テストでは，CPU利用率増加にともないWebサーバ

エンジンが停止されることで常時Webコンテンツを提供するという機能が実現できなくな

るという競合を，コンポーネント「提供コンテンツを制御する」に記述した事後条件エラー

を検出することで確認できた．本競合に対しては，同コンポーネントの制約として，サーバ

の負荷が高い（CPU使用率およびメモリ利用率が高い）場合は例外とすることで競合を回

避できることを確認した．

CPU使用率制御プロセスとメモリ使用率制御プロセス間の競合に対しては，まずシステ

ムログに関しては，両プロセスともに参照するのみであり，対処すべき競合として扱う必要

はないと判断した．一方でWebサーバエンジンに関しては，仕様テストから CPU利用率

とメモリ利用率がともに増加した場合，一方がWebサーバエンジンを停止した後に他方も

停止しようとする競合を，Webサーバエンジンクラスの操作「サーバを停止する」に記述

した事前条件エラーを検出することで確認できた．本競合に対しては，各プロセスがWeb

サーバエンジンを起動，停止すべきと判断した際に，他方のプロセスの監視状況と現在の

Webサーバエンジンの状態チェック処理を追加することを競合対処手段とすることで仕様

テストにおいてエラーが解消されることが確認できた．以上の仕様変更と再仕様テストによ

り，競合テーブルにより抽出されたすべての競合状態，事後競合状態において対処法が有効

であることを確認した．

4.3 考 察

以上の 2種類の形式仕様構築実験の結果をもとに，提案手法の有効性を 2 章で定義した

各要件に対して評価する．

まず，要件 1 の「適応状況により発生状態が異なるプロセス間競合に対して，網羅的な

検出が可能である」に関しては，提案手法では KAOSモデルと仕様テストを用いた 2段階

の競合検出プロセスを適用している．提案手法では，まず KAOSモデル上でプロセス集合

を同定し，同定されたプロセス群とリソースとの関連から競合テーブルを生成することで，

競合が発生しうる状態を特定する．このような分析手段は，状況によって起動プロセス群が

異なる自己適応システムに対して，システムがとりうる状態の網羅的なチェックによる検出

を避けるという観点から，1つの有効な競合分析手段であると考えられる．

ただし KAOSモデル上で競合を特定するには，競合リソースとなりうるエンティティと

ゴールとの関連が KAOSモデル上で記述されていなければならない．特に，競合発生の状

況を特定するためには，プロセスがとりうる状態が KAOS モデル上に記載されている必

要がある．提案手法では，親ゴールの達成に必要な状態集合を抽出する milestone-driven

refinementを利用することで，プロセスの目的から状態集合への分解を支援している．ゴー

ル指向分析の難しさは一般にゴールの抽出および分解にあるが，筆者らはこの難しさに対し

てはトップダウンとボトムアップの双方向のアプローチの提供が有効であると考えている．

提案手法においては，ゴールモデルにおけるサブツリー単位でのプロセス分割と，milestone-

driven refinementによる各プロセスから達成すべき状態への分解がトップダウンアプロー

チに該当し，競合リソースに対応するエンティティとゴールとの関連の定義がボトムアップ

アプローチに該当する．また，提案手法では KAOSモデルと仕様記述とを関連付けている

ため，仕様構築段階での検討内容による KAOSモデルの洗練化も期待できる．

一方で，実験 2におけるシステムログのように，KAOSモデル上で特定された競合が自

己適応システム上で必ずしも起こりうるわけではない．開発者は得られた競合可能性の情

報をもとに，実際に自己適応システム上で考慮すべき競合であるかを判断する必要がある．

ただし，競合リソースに該当するエンティティと状態に該当するゴールとの関連が KAOS

モデル上に定義されている限りにおいて，提案手法では競合リソースと競合状態を漏れなく

抽出することが可能である．これは，提案手法では状態遷移による発見ではなく，エンティ

ティ（リソース）を対象として，それを利用するゴール（状態）の組合せを形式的に取得す

るためである．しかし，提案手法では，ゴールの分解粒度により特定できる競合状態の粒度

が異なる．たとえば，ゴールの分解粒度が大きいと，リソースの利用状況を正しく把握でき

ない恐れがある．一方で，ゴールの分解粒度が小さいと，KAOSモデル上で競合状況を詳

細に特定することは可能であるが，後継フェーズで構築すべきコンポーネント数が増加し，

仕様構築のオーバヘッドが大きくなってしまう．筆者らはこのゴールの粒度に関しては，1

つの独立した操作として抽出できる大きさ，つまりシステム内部変数や環境変数を用いた状

態遷移記述ができる粒度が適しているのではないかと考えている．

2段階目の競合検出プロセスである仕様テストに関しては，競合テーブルを利用すること

で，実験結果が示すように仕様テスト結果からの競合状態の特定を支援することが可能であ

るといえよう．また，競合テーブルを仕様構築前の段階で獲得できることは，リソースが競

合する状態や競合の影響を受ける事後状態の事前把握を可能とするため，競合対処を意識し

た仕様構築という観点からも有効であると考えられる．ただし，仕様の記述内容によっては

事後競合状態として示される状態に遷移しない場合もある．提案手法では，競合が発生しう

る状態を部分集合とする状態集合を競合テーブルにより獲得するが，競合テーブルから実際

に競合が発生しうる状態を特定するには，開発者の判断や効率的な仕様テストの実行が必要

となる．
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要件 2の「システムを実装することなく，競合に対する対処法を検討することができる」

に対しては，提案手法では仕様テストを採用することで，実装プラットフォームを利用する

ことなく競合の検出と対処法の検証を実現している．特に提案手法では，実験結果が示すよ

うに，プロセスの並列実行のための制御メカニズムを仕様テンプレートに埋め込むことで仕

様構築のコストを軽減し，また，仕様の構築順序を定め，競合テーブルを事後競合状態の把

握に利用することで，仕様テストにおける対処手段の効率的な記述と，その効果の適用範囲

の把握を支援しているといえる．

提案手法では仕様テストにより競合を検出するため，あらゆる状況における競合の検出を

保証するわけではない．このため，競合検出の精度を高めるために，競合状態を効率的に検

出できるテストケースが必要となる．しかしその一方で，2つの実験結果が示すように，仕

様テストにおける事前条件・事後条件によるチェックは効果的であるといえる．従来の実装

コードに対するテストであれば，競合が発生した箇所でエラー終了するとは限らず，エラー

を検出するために十分に状態が特定された複数のテストケースが必要であるが，仕様テスト

では各クラスの操作記述に事前条件・事後条件を設定することで，期待した状態から逸脱し

た時点でのエラー検知が可能である．実験 1では，エラーを発生した事後条件を削除して

も，後続の事後競合状態において事前条件エラーからの競合検出が可能であったが，このよ

うに事前・事後条件と競合テーブルの効果的な利用により，競合を検出できる可能性は高ま

ると考える．

5. 適用範囲と関連研究

最後に本手法の適用範囲と関連研究について論じる．まず，本手法では自己適応システ

ムの要求分析に KAOSを利用し，形式仕様の記述と仕様のテストに VDM++を利用して

いる．提案手法では競合を抽出するために，KAOSのようなゴール指向要求記述を用いて，

各プロセスとプロセスがとりうる状態が記述できることが前提である．また，提案手法では

要求記述とシステム設計モデルとの対応関係を形式仕様テンプレートの生成に利用してい

るため，状態として記述されたゴールとエンティティやオペレーションとの関係が記述でき

ることも前提となる．KAOSはゴール指向の要求分析法であるだけでなく，概念間の関係

を定義するオブジェクトモデルやシステムの動的側面を記述するオペレーションモデルを提

供し，ゴールモデルとの明確な対応関係を記述することができるため，提案手法で利用する

要求記述法として適している．ゴール指向要求分析法の代表的な手法としては KAOSのほ

かに i* 19) があるが，i*はステークホルダ間の要求を分析するといった初期の要求フェーズ

に重点を置いた手法であり，エンティティとの関係まで厳密に定義することができないこと

から，提案手法においては KAOSの利用が適しているといえよう．

一方で，提案手法での形式仕様記述言語に対する要件としては，仕様をテストできる環境

が提供されているという点と，オブジェクト指向に基づいた仕様記述が可能であるという

点があげられる．前者は提案する競合検証に必要な特性であり，後者は提案手法に限らず，

コンポーネントの切替えにより適応を実現することが主流となっている自己適応システムに

おいて，仕様を記述するための必要条件といえる．したがって，仕様のテストをサポートし

ていない B 20) や Z記法21) などの仕様記述言語や，オブジェクト指向に基づいた仕様記述

が困難である VDM-SLなどは，提案手法で利用する仕様記述言語としては適していない．

提案手法で利用する仕様テストに関しては，競合が検出できるテストケースが用意できる

ことが前提となる．このためには，各プロセスの状態遷移を考慮したテストケースの構築が

必要であるが，テストケースの構築には従来のソフトウェアテストの分野22)での研究成果が

利用できるであろう．また，VDMに対しても，テストフレームワークであるVDMUnit 10)

が提案され，文献 23)など仕様テストのためのテストケース自動生成の試みもある．これら

の研究成果を取り入れることで，提案手法における仕様テストの効率化，競合検出の精度向

上が期待できる．

仕様に対するテスティングは，自己適応システムに限らず従来のソフトウェアに対しても

期待されている24)．これは，定理証明による検証はコストがかかることと，定式的証明は

必ずしも操作的な正しさを保証するものではないことによるものである．VDM++の仕様

テスト機能を利用した開発プロセスの提案としては，鵜林らのコンテキストを考慮したプロ

ダクトライン開発25) などをあげることができる．鵜林らは環境をコンテキストとしてモデ

リングし，仕様として記述することで，コンテキストの変化にも対応できるシステム開発を

実現している．提案手法でも環境オブジェクトを仕様として記述するが，検出の対象はシス

テム内の競合であり，システム側の構成要素を並行動作させ，その競合を仕様テストにより

検証するという点で異なる．

仕様テストを利用する以上，提案手法は自己適応システム内に潜む競合すべての検出を保

証するものではない．このような厳密な検出には，SPIN 26) などを用いたモデル検査が有

効である．自己適応システムへのモデル検査法の適用に関しては，いくつかの研究がある．

Zhangら27) は，適応に関与する振舞いとそれ以外の振舞いとに分離した状態遷移モデルに

よるモデル検査法とモデル駆動開発法を提案している．また，Schaeferら28) はスライシン

グによる状態数の抑制手段を検討している．モデル検査においては，検査を適用する箇所の
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特定と，設計モデルや実装コードとの整合性維持が難しさとなっているが，本研究において

は，仕様テストで検証できない箇所に対してモデル検査を実施するといった 2段階適用の

可能性がある．

現時点では，自己適応システムにおける競合を扱った研究は少ない．Carzanigaら29) は，

競合のみを扱うものではないが，コンポーネントの振舞いを形式的な仕様として記述し，シ

ステムの動作履歴と障害検知シグナルを利用することで障害の回避手段を自動的に決定す

る手法を提案している．ただし，システムが障害を検出できることや障害発生後に復旧機能

が動作することなどを前提としているため，実現に向けてはまだまだ解決すべき問題が多

い．また，障害を扱うことから，障害発生後のプロセスに着目しているという点において，

競合発生の可能性をシステム構築中に排除しようとする本研究のスタンスとは異なる．

最後に，筆者らはすでにゴール指向要求分析法を用いた自己適応システムのアーキテク

チャ決定法と，決定したアーキテクチャに対する実装ガイドラインを提案している30)．こ

の手法においても，自己適応システムを構築するコンポーネントをゴール指向記述中の各

ゴールに対応付けているため，本研究で構築する仕様をシステム構築に利用することができ

る．実装ガイドラインをもとに，形式仕様から実装コードへの変換ルールを定義することに

より，効果的な統合が実現可能であると考えている．

6. ま と め

本研究では，自己適応システム内に潜在するプロセス間競合の検出とその対処を目的とし

て，要求モデルと形式仕様を用いた競合の検出法と，競合を検証するための仕様構築法を提

案した．また，提案する開発プロセスを支援するために，競合検出ツールと仕様生成ツール

を提案し，これらの有効性を仕様構築実験を通じて評価した．本手法により，自己適応シス

テムの仕様構築と，実装の前段階におけるプロセス間競合の検出・解消が期待できる．

今後はまず，より確実な競合検出を実現するために，仕様テストケースの構築支援法につ

いて検討を進める予定である．その後，仕様から実装コードへのモデル変換手法を検討する

ことで，文献 30)の先行研究と統合した自己適応システム開発法に発展させたい．
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